「介護サービス情報の公表」制度に係る

平成２４年度の主な変更点及び県の方針について
　今回の介護保険法の改正では、介護情報サービス情報の公表制度は「手数料によらず運営できる制度へと変更するべきである」との審議会意見※を踏まえた改正がなされました。

　※H22.11.30社会保障審議会介護保険部会「介護保険制度の見直しに関する意見」

　このことによる主な変更点と埼玉県の方針は次のとおりです。


　法改正の主旨に基づき、埼玉県では手数料によらない制度運営とするため、公表、調査における手数料の徴収を廃止します。

　なお、手数料制度が廃止されても情報の公表そのものは介護保険法上の義務として継続します。



　法改正により、全ての事業者が年１回調査を受ける義務が廃止されました。
　埼玉県では、調査の条件を「知事が必要と認めた場合」とします。

　「必要と認めた場合」に該当しない（＝特に問題のない）事業所については、原則として調査は実施しないことになります。

　調査が必要となった場合は、県職員が調査を実施します。
　調査件数が大幅に減少（事実上０～数件）になったこと、県職員が調査を実施することから、指定調査機関は廃止します。（平成２４年７月以降）

　公表制度は継続するため、情報公表センターの指定は引き続き行われます。ただし、手数料による収入が無くなることから、県の一般財源による外部委託による運営となります。

　現在の指定情報公表センターである埼玉県社会福祉協議会の指定は平成２４年３月末で終了したため、平成２４年度中（８月頃まで）に新たな指定情報公表センターを選定し、指定します。

　調査義務が無くなったことから、名称が「調査情報」から「運営情報」に変更されます。（情報の項目は変わりません。）

　新規事業所においては、「基本情報」と「運営情報」を報告します。（既存事業所はすでに報告されています。）今後は項目に変更が生じた場合、または県（指定情報公表センター）から指示があった場合に、修正することになります。（年１回程度、見直しの依頼を行う予定です。）
　大きな誤りや疑義がある場合などを除き、原則として表示される情報については事業所の責任において管理することになります。
（指定情報公表センターによるチェックは今後も行われますが、指定情報公表センターか

　ら連絡があって初めて内容を見直すのではなく、随時、事業所において公表されている

　内容が適正かをチェックしてください。）

　平成２４年度の制度改正に伴い、従来は各都道府県の指定情報公表センターで管理していたシステム及びデータについて、国により一括管理されることになりました。
　このことに伴い、データが次のように移管されます。

　　５月末まで　　指定情報公表センター（埼玉県社会福祉協議会）設置のサーバ

　　６月～９月　　国暫定サーバ
　　１０月以降　　国本稼働用サーバ

　国暫定サーバ運用期間中は、原則として修正、新規登録が不可となるため、平成２４年４月～９月の新規事業所、または公表情報に変更が生じた事業所については、１０月から入力することになります。（９月末までに反映されるデータは、原則として平成２４年３月までに調査が実施されたデータです。）

　指定情報公表センターが無い期間（４月～９月）に事業を休止又は廃止する場合は、連絡票をFAXにて「埼玉県福祉部高齢介護課介護保険担当」へ提出してください。

　なお、この場合９月末まではデータの公表は残ります。
※平成２３年度までの指定情報公表センターである埼玉県社会福祉協議会では、６月以降
　は業務は行われないので、そちらに連絡することの無いように注意してください。

　新たなシステム（国管理によるシステム：１０月から本稼働）については現時点で詳細が不明のため、レイアウト、入力方法等は判明次第改めて周知する予定です。

　公表情報の登録、修正については、９月頃までに県において平成２４年度の公表計画を定め、改めて周知します。

　事業所においては、その内容に基づき修正等を実施することになります。

変更点１　手数料制度の廃止


【介護保険法】


　手数料の指定公表機関への直入規定が削除される。








【埼玉県の方針】


　公表、調査における手数料の徴収を廃止する。（平成２４年３月議会において条例改正済み）





変更点２　調査義務の廃止＝知事が認めた場合に調査を実施


【介護保険法】


　毎年１回の調査義務が廃止される








【埼玉県の方針】


　知事が必要と認めた場合に実施する。


　・公表内容に相当程度疑義があり、確認・修正等に応じない場合


　・事業所自ら調査を希望する場合


　・公表内容について、利用者から通報があった場合、等。





変更点３　指定調査機関の廃止、指定情報公表センターの変更





【埼玉県の方針】


　・調査が必要となった場合は県職員が実施する。


　・指定調査機関は廃止する。


　・手数料制度が廃止されたことから、指定情報公表センターは外部委託とし、県の一


　　般財源で運営する。


　・指定情報公表センターは改めて選定し、指定する。





変更点４　「調査情報」から「運営情報」への名称の変更


　　　　　





変更点５　国によるサーバの一括管理、及びデータ移行期間の発生等





【埼玉県の方針】


　・データの修正、新規登録は平成２４年１０月からとする。（平成２４年３月までのデ


　　ータは反映済み）


　・新たなシステムの入力方法等については後日改めて周知する。


　・２４年度の公表計画は１０月までに策定する。








